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  （百万円未満切捨て、小数点第１位未満切捨て）

１．平成29年３月期第３四半期の連結業績（平成28年４月１日～平成28年12月31日） 

（１）連結経営成績（累計） （％表示は、対前年同四半期増減率）
 

  経常収益 経常利益 
親会社株主に帰属する 

四半期純利益 

  百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 

29年３月期第３四半期 51,920 △11.2 16,471 52.5 11,296 84.0 

28年３月期第３四半期 58,506 6.2 10,797 △45.0 6,138 △30.1 
 
（注）包括利益 29年３月期第３四半期 16,473 百万円 （－％）   28年３月期第３四半期 △2,108 百万円 （－％） 
 

  １株当たり四半期純利益 
潜在株式調整後 

１株当たり四半期純利益 

  円 銭 円 銭 

29年３月期第３四半期 37.73 37.62 

28年３月期第３四半期 20.17 20.11 

 

（２）連結財政状態 

  総資産 純資産 自己資本比率 

  百万円 百万円 ％ 

29年３月期第３四半期 4,261,431 248,300 5.6 

28年３月期 3,904,020 235,020 5.7 
 
（参考）自己資本 29年３月期第３四半期 239,926 百万円   28年３月期 225,245 百万円 

（注）「自己資本比率」は、（期末純資産の部合計－期末新株予約権－期末非支配株主持分）を期末資産の部合計で除し

て算出しております。 

なお、本「自己資本比率」は、自己資本比率告示に定める自己資本比率ではありません。 
 

２．配当の状況 

  
年間配当金 

第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 合計 
  円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 
28年３月期 － 4.00 － 4.00 8.00 
29年３月期 － 4.50 －     
29年３月期（予想）       4.50 9.00 

（注）直近に公表されている配当予想からの修正の有無：無 

 

３．平成29年３月期の連結業績予想（平成28年４月１日～平成29年３月31日） 

  （％表示は、対前期増減率）
 

  経常利益 
親会社株主に帰属する 

当期純利益 
１株当たり 
当期純利益 

  百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭 

通期 17,000 △3.4 11,000 14.9 36.74 

（注）直近に公表されている業績予想からの修正の有無：無 

 



※  注記事項 

（１）当四半期連結累計期間における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）：無 

新規  －社  （社名）、除外  －社  （社名） 

 

（２）四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用：無 

 
（３）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示 

①  会計基準等の改正に伴う会計方針の変更        ：無 

②  ①以外の会計方針の変更                      ：無 

③  会計上の見積りの変更                        ：無 

④  修正再表示                                  ：無 

 

（４）発行済株式数（普通株式） 

①  期末発行済株式数（自己株式を含む） 29年３月期３Ｑ 299,901,974 株 28年３月期 299,901,974 株 

②  期末自己株式数 29年３月期３Ｑ 542,421 株 28年３月期 533,105 株 

③  期中平均株式数（四半期累計） 29年３月期３Ｑ 299,365,423 株 28年３月期３Ｑ 304,268,465 株 

 
 
※  四半期レビュー手続の実施状況に関する表示 

この四半期決算短信は、金融商品取引法に基づく四半期レビュー手続きの対象外であります。 

なお、当第３四半期決算短信の開示時点において、当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結財務諸表に関する監

査法人のレビュー手続きは終了していません。 

 
※  業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 

本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当行が現在入手している情報及び合理的であると判断

する一定の前提に基づいており、実際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。 
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１．当四半期決算に関する定性的情報

（１）経営成績に関する説明

 連結経営成績につきましては、経常収益は、有価証券利息配当金や有価証券売却益が減少したことを主因に、前

年同期比65億85百万円減少の519億20百万円となりました。経常費用は、不良債権処理費用や国債等債券売却損が

減少し、前年同期比122億59百万円減少の354億49百万円となりました。この結果、経常利益は前年同期比56億73百

万円増加の164億71百万円となりました。親会社株主に帰属する四半期純利益は前年同期比51億58百万円増加の112

億96百万円となりました。

 

（２）財政状態に関する説明

 連結財政状態につきましては、総資産4兆2,614億円、純資産2,483億円となりました。主要勘定では、預金（譲

渡性含む）については、個人預金及び一般法人預金が増加し、前年度末比714億円増加の３兆2,475億円となりまし

た。貸出金は前年度末比305億円減少の２兆2,977億円、有価証券は前年度末比578億円増加の1兆759億円となりま

した。

 

（３）連結業績予想などの将来予測情報に関する説明

 当第３四半期連結累計期間においては、親会社株主に帰属する四半期純利益が通期予想を上回る水準となってお

りますが、主に有価証券関係損益や不良債権処理費用の影響によるものであり、今後の経済・金融情勢等の先行き

により変動する可能性があることから、平成28年11月４日公表の連結業績予想については変更しておりません。

 

 

２．サマリー情報（注記事項）に関する事項

（１）当四半期連結累計期間における重要な子会社の異動

 該当事項はありません。

 

（２）四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用 

 該当事項はありません。

 

（３）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示 

 該当事項はありません。

 

 

（追加情報） 

 「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号 平成28年３月28日）を第１四

半期連結会計期間から適用しております。
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３．四半期連結財務諸表

（１）四半期連結貸借対照表

    （単位：百万円） 

  前連結会計年度 
(平成28年３月31日) 

当第３四半期連結会計期間 
(平成28年12月31日) 

資産の部    

現金預け金 467,351 659,416 

コールローン及び買入手形 - 135,000 

買入金銭債権 3,783 4,110 

商品有価証券 157 1,153 

金銭の信託 15,024 13,143 

有価証券 1,018,148 1,075,980 

貸出金 2,328,285 2,297,718 

外国為替 11,044 10,777 

リース債権及びリース投資資産 21,741 24,325 

その他資産 16,084 19,518 

有形固定資産 36,923 35,173 

無形固定資産 8,866 8,375 

繰延税金資産 212 217 

支払承諾見返 16,661 16,717 

貸倒引当金 △40,265 △40,197 

資産の部合計 3,904,020 4,261,431 

負債の部    

預金 3,086,299 3,154,389 

譲渡性預金 89,817 93,195 

コールマネー及び売渡手形 67,916 311,658 

債券貸借取引受入担保金 337,572 380,314 

借用金 6,865 6,648 

外国為替 22 32 

その他負債 41,772 27,171 

賞与引当金 805 － 

退職給付に係る負債 17,058 16,355 

役員退職慰労引当金 56 53 

睡眠預金払戻損失引当金 265 249 

利息返還損失引当金 95 75 

ポイント引当金 294 223 

繰延税金負債 1,383 4,222 

再評価に係る繰延税金負債 2,113 1,821 

支払承諾 16,661 16,717 

負債の部合計 3,669,000 4,013,131 

純資産の部    

資本金 26,673 26,673 

資本剰余金 11,366 12,745 

利益剰余金 150,502 159,922 

自己株式 △188 △191 

株主資本合計 188,353 199,149 

その他有価証券評価差額金 39,436 43,084 

繰延ヘッジ損益 △181 △56 

土地再評価差額金 3,260 2,592 

退職給付に係る調整累計額 △5,623 △4,843 

その他の包括利益累計額合計 36,891 40,776 

新株予約権 262 310 

非支配株主持分 9,512 8,062 

純資産の部合計 235,020 248,300 

負債及び純資産の部合計 3,904,020 4,261,431 
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（２）四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書

（四半期連結損益計算書）

（第３四半期連結累計期間）

    （単位：百万円） 

 
 前第３四半期連結累計期間 
(自 平成27年４月１日 

 至 平成27年12月31日) 

 当第３四半期連結累計期間 
(自 平成28年４月１日 
 至 平成28年12月31日) 

経常収益 58,506 51,920 

資金運用収益 33,330 30,876 

（うち貸出金利息） 22,284 21,391 

（うち有価証券利息配当金） 10,680 9,171 

役務取引等収益 7,189 6,969 

その他業務収益 13,139 11,576 

その他経常収益 4,847 2,498 

経常費用 47,709 35,449 

資金調達費用 1,416 1,432 

（うち預金利息） 535 464 

役務取引等費用 2,140 2,190 

その他業務費用 11,157 7,372 

営業経費 22,691 23,292 

その他経常費用 10,303 1,161 

経常利益 10,797 16,471 

特別利益 0 28 

固定資産処分益 0 28 

特別損失 656 291 

固定資産処分損 291 62 

減損損失 365 229 

税金等調整前四半期純利益 10,140 16,207 

法人税、住民税及び事業税 5,896 3,857 

法人税等調整額 △2,301 697 

法人税等合計 3,595 4,555 

四半期純利益 6,544 11,652 

非支配株主に帰属する四半期純利益 406 355 

親会社株主に帰属する四半期純利益 6,138 11,296 
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（四半期連結包括利益計算書）

（第３四半期連結累計期間）

    （単位：百万円） 

 
 前第３四半期連結累計期間 
(自 平成27年４月１日 

 至 平成27年12月31日) 

 当第３四半期連結累計期間 
(自 平成28年４月１日 
 至 平成28年12月31日) 

四半期純利益 6,544 11,652 

その他の包括利益 △8,653 4,821 

その他有価証券評価差額金 △9,232 3,917 

繰延ヘッジ損益 200 124 

退職給付に係る調整額 377 779 

四半期包括利益 △2,108 16,473 

（内訳）    

親会社株主に係る四半期包括利益 △2,419 15,849 

非支配株主に係る四半期包括利益 311 624 
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（３）四半期連結財務諸表に関する注記事項

（継続企業の前提に関する注記）

 当第３四半期連結累計期間（自 平成28年４月１日 至 平成28年12月31日）

  該当事項はありません。

 

（株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記）

 当第３四半期連結累計期間（自 平成28年４月１日 至 平成28年12月31日）

  該当事項はありません。

 

（重要な後発事象）

 当第３四半期連結累計期間（自 平成28年４月１日 至 平成28年12月31日）

  該当事項はありません。
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４．平成29年３月期第３四半期 決算説明資料

（１）平成29年３月期第３四半期損益の概況（単体）
 

○ コア業務純益は、前年同期比25億26百万円減少し、122億57百万円となりました。資金利益は有価証券利息配当金

の減少により前年同期を下回る一方、経費は人件費が前年同期比減少しました。

○ 経常利益は、不良債権処理額の減少により前年同期比49億4百万円増加の151億90百万円となりました。

○ 四半期純利益は、前年同期比44億99百万円増加の108億32百万円となりました。

 

（単位：百万円）
 

 

平成29年３月期 
第３四半期累計 
（９ヵ月間） 

（Ａ） 

平成28年３月期 
第３四半期累計 
（９ヵ月間） 

（Ｂ） 

前年同期比 
（Ａ）－（Ｂ） 

 

平成29年３月期 
通期 

業績予想値 
（12ヵ月間） 

経常収益 44,012 50,547 △6,535    

業務粗利益 36,728 37,115 △387    

  資金利益 29,343 31,806 △2,463    

  役務取引等利益 3,808 3,983 △175    

  その他業務利益 3,575 1,324 2,251    

    うち債券関係損益 3,109 995 2,114    

経費（△） 21,360 21,336 24    

  人件費（△） 10,668 10,830 △162    

  物件費（△） 9,260 9,028 232    

  税金（△） 1,431 1,477 △46    

業務純益（一般貸倒引当金繰入前） 15,367 15,778 △411    

  コア業務純益 12,257 14,783 △2,526   14,000 

一般貸倒引当金繰入額（△）   ① 608 1,346 △738    

業務純益 14,758 14,432 326    

臨時損益 432 △4,146 4,578    

  うち株式等損益 590 2,855 △2,265    

  うち不良債権処理額（△）   ② 228 7,222 △6,994    

  うち貸倒引当金戻入益     ③ － － －    

  うち償却債権取立益      ④ 625 359 266    

経常利益 15,190 10,286 4,904   15,500 

特別損益 △263 △656 393    

税引前四半期純利益 14,927 9,630 5,297    

法人税、住民税及び事業税（△） 3,444 5,534 △2,090    

法人税等調整額（△） 651 △2,237 2,888    

四半期（当期）純利益 10,832 6,333 4,499   10,500 

               

実質不良債権処理額 ①＋②－③－④ 211 8,209 △7,998    

 （注）１．記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。

２．平成29年３月期通期業績予想値は、平成28年11月4日に公表した予想値であります。
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（２）金融再生法開示債権（単体）
 

○ 金融再生法ベースの開示債権（部分直接償却前）は703億円と前年同期比148億円減少しました。

  また、総与信に占める割合は前年同期比0.48％低下し、2.92％となりました。

 

① 部分直接償却前   （単位：億円）   （単位：億円） 
 

  平成28年12月末 平成27年12月末   平成28年９月末 

破産更生債権及びこれらに準ずる債権 132 234   146 

危険債権 556 602   560 

要管理債権 14 13   14 

合計 703 851   721 

総与信に占める割合 2.92% 3.40%   3.03% 

 

② 部分直接償却後

  平成28年12月末 平成27年12月末   平成28年９月末 

破産更生債権及びこれらに準ずる債権 91 113   85 

危険債権 556 602   560 

要管理債権 14 13   14 

合計 661 729   660 

総与信に占める割合 2.75% 2.93%   2.78% 

 

（３）時価のある有価証券の評価差額（単体）
 

○ 時価のある有価証券の評価差額は、前年同期比68億円減少し、592億円の含み益となっております。

 

                （単位：億円）       （単位：億円） 
 

    平成28年12月末 平成27年12月末   平成28年９月末 

    時価 評価差額 時価 評価差額   時価 評価差額 

        うち益 うち損     うち益 うち損       うち益 うち損 

その他有価

証券 
10,687 592 708 116 10,759 660 709 48   10,550 504 598 94 

  株式 1,477 595 606 11 1,327 573 584 10   1,259 415 457 42 

  債券 6,302 79 89 9 6,958 105 109 4   6,377 109 116 6 

  その他 2,908 △82 12 95 2,473 △19 15 34   2,913 △20 25 45 

 （注）１．四半期末の「評価差額」および「含み損益」は、当四半期末の帳簿価額（償却原価法適用後、減損処理後）

と時価との差額を計上しております。

２．有価証券のほか、信託受益権等を含めております。

,
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（４）預金・貸出金等の残高（単体、末残）
 

○ 預金(譲渡性預金含む)は、個人預金や法人預金が増加し前年同期比1,112億円増加の3兆2,599億円となりました。

○ 貸出金は、前年同期比421億円減少の2兆3,061億円となりました。

 

① 預金・貸出金の残高   （単位：億円）   （単位：億円） 
 
      平成28年12月末 平成27年12月末   平成28年９月末 

預金 31,585 30,516   30,646 

譲渡性預金 1,013 971   1,039 

預金、譲渡性預金合計 32,599 31,487   31,686 

  うち個人預金 22,633 22,225   22,139 

貸出金 23,061 23,482   22,969 

  うち消費者ローン 7,542 7,025   7,369 

    うち住宅ローン 7,146 6,683   6,983 

 

② 個人預り資産   （単位：億円）   （単位：億円） 
 

  平成28年12月末 平成27年12月末   平成28年９月末 

国債 343 371   354 

投資信託 889 992   863 

保険窓販 1,762 1,811   1,774 

 

（５）自己資本比率（国際統一基準）
 

平成28年12月末の自己資本比率（国際統一基準）については現在算出中であり、確定次第別途開示する予定です。 
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